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令和8年度診療報酬 (訪間看護療養費)改定に関する要望書

2025年を迎え、団塊の世代は全て後期高齢者となり、医療・介護の複合ニーズを抱えた高齢者が増加し
ています。近年においては、85歳以上の高齢者の救急搬送が増加しており、また2040年 に向けては在宅
医療の需要増加と共に、労働生産年齢人口の減少も見込まれています。
限りある医療資源を最適化・効率化しながら、地域完結型の医療・介護提供体制の構築が求められるな

か、これからの在宅医療の提供体制を整備していく上で、訪問看護を最大限に活用することが重要です。
全ての地域・全ての世代の方が、適切に医療田介護を受けながら生活し、必要に応じて入院しても日常

生活に戻れるよう、自宅等の生活の拠点に赴き支援する訪問看護の体制強化は喫緊の課題です。
以上より、下記について要望致しますので、ご高配方よろしくお願い申し上げます。

要 望 事 項

1.早期の在宅移行日在宅支援体制の強化を実現する訪問看護の推進

2.高まる在宅医療の需要に対応する質の高い訪問看護の推進

3.適切かつ効率的な訪問看護の推進
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要 望 事 項

要望 1 早期の在宅移行 日在宅支援体制の強化を実現する訪問看護の推進

要望 1-① : 早期に自宅等生活の場に戻る支援体制の確保に向けた退院当日の訪間看護の
評価

要望 1-② : 看護小規模多機能型居宅介護 (看多機)での医療保険の訪間看護提供に係る
要件緩和

要望2 高まる在宅医療の需要に対応する質の高い訪問看護の推進

要望2-① :

要望2-② :

要望2-③ :

要望2-④ :

在宅療養を継続するための長時間訪問看護加算の拡充

ショー トステイ等 (短期入所生活介護や短期入所療養介護)入退所日の評価

地域包括ケアの中核的な役割を担う機能強化型訪問看護ステーションの更な
る推進

「在宅看護に関する専門の研修を受けた看護師」配置要件の経過措置延長

要望3 適切かつ効率的な訪問看護の推進

要望3-① 適切な訪問看護提供に資する医療保険の訪問看護に係る運営指導等の徹底

要望3-② : 訪問看護指示書交付に係る取り扱いの明確化



要望1-① 早期に自宅等生活の場に戻る支援体制の確保に向けた退院当日の訪問看護の評価

療養者が早期に自宅等住み慣れた場所に戻れるよう在宅移行支援の強化が必要であるが、特に、医療機関からの退院当
日の対応は、利用者・家族の在宅療養の見通 しに大きく影響する。現状、退院当日の訪間看護は退院支援指導加算による
評価のみであるが、複数名による訪間や夜間帯の訪問など、実態に合わせた加算算定を可能とされたい。

退院当日に複数回の訪問を要する利用者は65歳以上の高齢者が約70%を 占める状況であり、介護者もまた高齢であるケースが半数以上を占める (図表
2)。 退院当日には、在宅療養において必要な医療処置や異常出現時の対応に係る指導を要することが多く、酸素療法、麻薬やカテーテルの管理など

専門的な管理も多い。実際に、退院当日に複数名での訪問や夜間の訪問を要する利用者の疾病として、末期の悪性腫瘍が最多であり、退院直後から頻
回な看護が必要な状態にある (図表 3)。

退院当日に訪問看護を提供 した事業所は60%を超え、うち約30%が複数名で訪問看護を提供 している。また、営業時間外の夜間に訪間看護を提供する
ケースも約15%の事業所で確認され、訪問看護基本療養費が算定できず退院支援指導加算以外では評価されない複数名の訪問や夜間の時間帯に行つて
いる訪問看護の提供実態がある (図表 1)。
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要望1-② 看護小規模多機能型居宅介護 (看多機)での医療保険の訪問看護提供に係る要件緩和

「泊まり」利用前30日 以内の医療保険での訪間看護の実績がなくても、退院直後に看多機の「泊まり」を利用 し、医療保
険の訪間看護として算定できるようにされたい。

看多機の「泊ま り」利用時に提供する看護ケアは医療保険の訪問看護 として算定可能であるが、現行制度では退院直後に「泊まり」を利用 したい際に、
利用前30日 以内に自宅への訪問看護の実績がない利用者では医療保険の訪間看護が算定できない。つまり、長期入院等では、看多機の「泊まり」利用

前30日 以内に自宅への訪問看護の実績がないので、退院直後の「泊ま り」時の看護ケアについて医療保険の訪問看護を算定できない。

看多機の「泊まり」を退院当日から利用する者は、在宅酸素療法 ・麻薬注射 ・点滴等の持続的な医学管理を要する状態である者が多 く、心身の状態が

不安定又は介護への不安が強い場合である。特に、末期の悪性腫瘍、一時的に頻回な訪問看護を必要 とする特別訪問看護指示書が発行された利用者が

その多 くを占め、退院直後の時期を集中的に支え、円滑に在宅療養に移行 していく支援を行つている (図表 2)。

図表 1看多機における医療保険訪問看護対象者の状況  図表 2過去6か月に医療機関からの退院当日にそのまま「泊ま り」サー ビスの利用を開始
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要望2-① 在宅療養を継続するための長時間訪間看護加算の拡充

長時間訪問看護加算については、特掲診療料別表 8に該当する者、特別訪間看護指示書が交付された者が算定対象 (週

1回 まで算定可)であり、15歳未満の超重症児または準超重症児が対象 (週 3回 まで算定可※)と なっている。 しかし、
特掲診療料別表フに該当する悪性新生物や神経系疾患を罹患 した療養者についても人工呼吸器の管理等で、週 2 以上の

長時間訪問看護を提供 している実態がある。長期にわたる療養の継続・状態の安定のために、利用者の状態像・実情に

合つた評価がされるよう長時間訪間看護加算の算定要件の拡充をされたい。
※ :15歳未満の (準)超重症児又は15歳未満の小児であつて別表 8に該当する者に限 り週 3回 まで算定可能

ロ

特掲診療料別表 7に該当するALSを は じめとした神経系疾患や末期の悪性腫瘍の利用者は、H23年からそれぞれ約 3～ 5倍に増加 している (図表 1)。
上記に該当する利用者が複数回の長時間訪間看護を提供 した場合にあっても 1回 しか加算算定ができない。

中でも、人工呼吸器を装着 している状態にあっては、より丁寧な処置 ・ケアを必要 とするほか、機器の点検や前回訪問時からの記録の確認など管理に

要する時間も多 く、ス トーマや輸液の管理についても、スキンケアや排泄援助、滴下等の調整など管理に相応の時間を要する。

実際に、約 15%の ステーションが加算算定の対象外である利用者を抱えてお り、実働 も伴つている実態がある (図表 2)。

図表 1訪問看護ステーションの利用者の主傷病の推移 図表2長時間訪問看護加算を算定できないが、週 2回以上長時間訪問を要す
る利用者を抱えるステーション数と利用者像 【複数回答】
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要望2-② ショー トステイ等 (短期入所生活介護や短期入所療養介護)入退所日の評価

在宅療養を継続する上で、ショー トステイ等 (短期入所生活介護や短期入所療養介護)の利用は欠かせないサービスで

ある。これらサービスの入退所日には、入所に向けた準備や退所後の療養環境の整備等適切な看護が必要であるが、入退

所日の計画的な訪間看護の算定をすることはできない。利用者が安全に施設等での療養が継続できるよう基本告示2の 1に

該当する利用者の入退所日には、訪間看護基本療養費を算定できるよう見直 しをされたい。

医療保険の訪問看護の対象者について、過去 3か月でショー トステイ、療養ショー トの入退所日に計画された訪問看護を提供 したことがあるステー

ションは約 1割程度存在 し (図表 1・ 2)、 利用者の多くは別表 7に該当する者であつた (図表 3)。

実際に行つた医療処置は、排泄コントロールのための浣腸や摘便、カテーテルの管理や褥塘処置といつた継続的に行う必要のある内容が上位に挙がつ

ている。

園表11シ ョー トステイ等の入所当日に緊急ではなく計画された訪問看護 国霧鰤 入退所当日に訪問看護提供した利用者の状況 【複数回答】
注)短期入所生活介護・療養介護どちらかを入退所 した直近の利用

者の状況について、回答のあつた140の個票をもとに集計
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褥塘処置

胃ろう・腸ろうによる栄養管理

口鼻腔吸引

皮膚 トラブルに対する軟膏処置等

創傷処置

申 71%
214%

386%

00% 200% 400% 600%

257%
243%
229%

193%

5

80% 62

■0人 (いない

※ :無回答を

わからない

令和8年度 診療

静脈内注射 (末

報酉州改定の要望書作成のための調査」 酸素

84%
1959 221%

214%
■■■ 79%

■

Ｅ

Ｅ

Ｅ

一
一
一 別表7の者

は100名
全体の

約71%

3_8%

1～ 5 ■6-10 ■11～ 20人 ■21～30 ～ 40■

11%1899

6.2%

■11″Ψ20 ■21～30人 日31■

出典 :一般社団法人 全国訪間看護事業協会 公益財団法人 日本訪間看護財団合同実施「 攘藍瞬§昌含負二

I III「 注)「
ぞ万尾声亀毛現笞膜ぞ

」



要望2-③ 地域包括ケアの中核的な役割を担う機能強化型訪問看護ステーションの更なる推進

機能強化型訪問看護ステーションは、重症度の高い利用者の受入れ、看取 りや地域住民への相談等の機能を果たしてき
たが、さらに近年は地域における自治体事業の受託や自治体主催の会議等への参画等で地域の課題解決に貢献 している。
今後も増加する在宅医療の需要に対応するために関連機関との連携の中核的な役割を果たす機能を推進・拡充すべく、地

域活動や医療的ケア児・重度者 (別表 フ・8)の受け入れ、専門の研修修了者の配置を重点評価するなど現状に則 した見

直 しをされたい。

機能強化型訪問看護管理療養費を算定するステーションの過去5年のター ミナルケア件数の推移において、医療保険のター ミナルケア療養費を算定 し

た利用者が11～ 20人のステーションが占める割合が増加 している (図表 1)。 医療保険の給付対象 となる終末期にある利用者は、急な状態の変化や意

思決定支援など、頻回な訪問看護に加え、突発的な緊急訪間も生 じ、訪問調整が難 しい。

近年においては、地域で期待 される役割 も増大 し、自治体主催の会議等への参画のほか、連携や相談の拠点として、複数の自治体事業を受託するケー

スも増えている (図表 2)。

図表 2機能強化型ステーション (1・ 2)と その他ステーシ ョンの自治体

会議等への参画状況    (機 能強化型以外n=329、 機能強化型n=29)

0%    20%    40%    60%    80%   100%

100%

機能強化型

機能強化型以外
機能強化型

機能強化型以外
機能強化型

機能強化型以外
機能強化型

機能強化型以外
機能強化型

機能強化型以外
機能強化型

機能強化型以外
機能強化型

機能強化型以外

日参画している 参画していない 囲無回答

図表 1機能強化型訪問看護管理療養費 を算定するステーシ ョン※の

ター ミナルケア加算算定者数の推移

※2020年度に機能強化型 1又 は 2を届出しており、2024年度までの 5年
間同様に 1又は 2を届出していた134ステーションの結果を集計 した

0%         20%        40%        60%        80%

2020年度

2021年度

2022年度

2023年度

2024年度

2020年度

2921年度

2022年度

2023年度

2024年度

《A機能強化型 刊訪問看護ステーションの事例 》   (機 能強化型 l STにイ回別ヒアリング):
・常勤換算職員数 :127人  ・開設後20年以上経過  ・医保利用者約170名 /介保約60名   :
・自治体からの受託事業 :教育ステーション事業 (医療機関との相互交流 実習受入)   :

医介連携推進事業 (在宅療養相談窓口 月～金)         :
医療的ケア児コーディネーター事業 (相談支援)        :

・看護師養成機関からの実習受入 (延べ人数年間平均250人前後)            :
※人材交流・実習受入・相談対応等は流動的であり、対応する職員も一定の熟練度が必要なと :

ころ、積極的な利用者受入、特に緊急対応を必要とする終末期利用者の受入に難渋。別表 8:
で長期の支援を要する重度の利用 (児)者の依頼が多く、限られた訪間枠内での対応が困難。:

(拳)超重症児も年齢を重ね要件から外れる等の経年的変化もある           :

地域ケア会議

在宅医療 介護連携を推進するための

自治体会議

地域で介護サービスを提供する事業者と

の会議 (多職種連携研修会)

その他白治体が実施主体の会議 (介護 )

自立支援協議会

地域で障害サービスを提供する事業者と
の会議(多職種連携研修会)

その他自治体が実施主体の会議(障害)

介
護
保
険

EO人 (いない) 臣1～ 5人 田6-10人 ■11～ 20人    E121～ 30人

日31～ 40人     口41～50人     . 51～ 60人     鰯61人以上

１１　
う４

表

表

図

図

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 公益財団法メ、日本訪聞看護財団合同実施「令和8年度 診療報百州改定の要望書作成のための調査 J

公益財団法人 日本訪間看護財団実施 令和 6年度老人保健健康増進等事業 「訪問看護及び療養通所介護の役害1と 他サービスとの連携体制構築に関する調査研究事業」

近年、機能強化型STに おける医療険
のターミナルケア療養費算定者が減少

出典 6



要望2-④ 「在宅看護に関する専門の研修を受けた看護師」配置要件の経過措置延長

機能強化型訪間看護管理療養費 1を算定するステーションにおいては、令和 6年度診療報酬改定において「在宅看護に

関する専門の研修を受けた看護師」の配置が義務付けられたが、特定行為研修修了者をはじめとした専門性の高い看護師
を配置 している訪間看護事業所は多くない。また、規模が小さめな機能強化型 1においては、研修派遣中の利用者受入や

訪問回数の調整などの負担も発生するため、確実に研修が修了できる時間的猶予と十分な支援が必要である。 しかし、機

能強化型 1ス テーションは減少 しており、機能強化型推進の観点から当該要件の経過措置期間を延長されたい。

・  R6改定前 と比較 して、機能強化型 1ス テーションにおける専門の研修修了者は増加 しているが、2024年 12月 時点で約30%が未配置であつた。そのう

ち、約40のステーションにおいて、配置を諦め機能強化型 1を取 り下げる意向を示 していた (図表 2)。 既に、機能強化型 1は減少に転 じている

(図表 4)。
・  専門の研修修了者の配置予定 「な し」と回答 したステーションの理由として、受講が長期に渡ることや研修費用の負担、適任となるスタッフの不在を

挙げていた (図表 3)。 自治体が実施する「代替職員雇用に係る費用補助」は半数の自治体での実施に留ま り、支援のバラつきもある (図表 5)。

図表 丁機能強化型 1ス テーションにおける専門の 図表
‐
2配置 していないステーションの今後の意向(n=97)図藤得1配置 しない予定の理由 【複数回答】

研修を受けた看護師の配置状況の変化 (n=66)

■彗I

【R4.7月 1日 時点】   【R6_12月 回答時点】

(n=477)               (n=294)

図表4機能強化型ステーションの推移

特定行為研修修了

者の配置予定

当該要件に対する

今後の意向

ECN・ CNSを 確保    日機能強化 1を取 り下 1ず        職員数に余裕がない

躙そ の 他          =不 明        特定行為研修修了者を配置することの効果が不明

指定研修機関が近くにない
図表 5都道府県の補助事業の状況 (R6年度 )

■有  瞬無
47都道府県すべてから回答を収集

0%        50%       100%       地域におけるニーズを感じない

受講料などの費用補助                 
自ステーションの利用者層から必要性を感じない

代替職員雇用に係る費用補助                          
制度が良く分からない

その他

・ 有

受講中のスタッフの負担が大きい

と  専門看護師または認定看護師を配置する予定

:    主治医の理解や協力を得ることが難 しい

00%    400%    800%

ー中

中

H

“
‐

■

日

H

1

600 -機 能 ;全化 1

500 -機 能 ;会化 2

400 ・
‐~∵鱒相絣指西部ヒ3

300

200

477  509  484 458

325 に転 じて い る

244 不 明

326 330 2024年 12月 時点で研修受講中 (在宅・慢性期領域パッケージ (4区分4行為))
― 同年9～ 12月 中旬 :3か月程度 共通科日・対面授業・実技試験 (OSCE)を修了し実習施設等の調整
-2025年3～ 8月 :共通科目終了後、 6か月程度臨地実習 (訪間診療に同行実習)

・研修受講までの準備
2023年度に受講申請 し審査等を受けるが、研修派遣に向けた訪問看護提供の調整を実施。補助金の申請
は、受講申請が受理されてからでも間に合うが、1/2補助のため負担が大きい。
一時的な減収や派遣職員の給与保証等が難 しかつた。

グ・・ド在毛
・・

(ぞがJ)芍
・口2な

・デツもお凶療謀搾城資料よ
・
ウ
・
援粋

・
!・鼓斐i・ 檀妥イめ積∫ぢ月以暉は啓厚生受眉研 」プジデニ・ダを記載暉点て

《特定行為研修受講の事例※》

46 246
100

58 131 113
180 209

ヾ 域 ヾ ゛ ё

出典 :図 表 1左 図表4 中央社会保険医療協議会 総会 (第 560回 )総―

0

7耳ズ集
・

r33.0%

97 67.0%

197

36.3%

173
63.7%

304

17 258% 38 57.6%

29 305% 66 69.5%
受講が長期に渡る          66

研修費用の負担が大きい ~455%

受講希望者・該当者がいない ■■■■
・・

439%

機能強化 2 3に ついては、オー

プンデータが更新 され収集できず

その他の図表及び※印 公益財団法人 日本訪間看護財団実施 厚生労働省 看護我員確保対策特別事業「機能強化型 1訪問看護ステーションにおける特定行為研修修了者等の配置や活動状況の実態調査等事業」



要望3-① 適切な訪間看護提供に資する医療保険の訪間看護に係る運営指導等の徹底

近年、一部の訪間看護事業を運営する事業者における住宅型有料老人ホームと一体化 した訪問看護提供に関する不正な

報酬請求が取 り上げられている。過日、 1件あたりの請求額が高額なステーションに対する個別指導等が行われるよう指

導要綱が見直された。特定の施設に居住する者に対 し重点的に訪問看護を提供するケースについては、一般的な自宅等を

訪問 して看護を提供するケースとは異なる提供体制であるため、早急に、適切な運営指導等を徹底されたい。

露譲T訪問看護利用者の1月 の請求額の分布 ■ 2025年 2月 12日 福岡厚生労働大臣の記者会見発言

(抜粋)

(利用書散)

701000

2,100 1,407

ゴぎが ぼドドドデ びゞびドざドド∬ゴ
ざド

'ご1ド'ざ`ざ｀
どド

｀
が

'ご1ざ1ド・
ド ぜゞ

｀
が

'

記者 :

パーキンソン病専門の有料老人木―ムを運営する
「:TTlil懇繭臨怖」の調査委員会が報告書を発表 し、入

居者への訪間看護で不正や過剰な診療報酬の請求がほ
ぼ全てのホームで行われていたと認定 しました。不正

分だけでも約28億円に上ると試算 しています。 (中

略)こ うした不正を許 した要因として、厚生局の指導
監査や診療報酬 のチ ェック体制 が追 いつ いて いな い と

い う詔閉顕がふ ス ル考 テ スカ.士 十 _ この点への対策も併
せて伺います。

大臣 :

(前略) 訪 間看謹 ステー シ ョンに関す る指導 ・幣杏 に

ついては、地方厚生局において、限られた人員や体制
の中で効率的な指導を実施 してきているところですが、
一般論として申し上 Iザ ると、医療保険の不正請求の疑
いがある場合には、健康保険法に基づいて地方厚生局
において必要な指導監査を行い、不正請求が確認され
た場合には厳正に対処することとしているところです

(中央儀)

67,140円

(早均は)
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出典 :図表 1 厚生労働省 第605回 中央社会保険医療協議会 総会 総 12「訪問看護ステーションの指導監査について」資料より抜粋一部改変
記者会見抜粋 厚生労働省 ホームページ  ホーム>報道 広報>大 臣記者会見 (2025/2/12)
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全体の 1%強存在



要望3-② 訪問看護指示書交付に係る取 り扱いの明確化

指定訪間看護の提供に際 しては、主治医からの訪間看護指示書が必須である。 しか しながら、訪間看護指示書交付に係
る交付の手段や費用負担の認識は統一されておらず、中には、本人・家族による受取を求められるケースもある。訪間看
護指示書発行に係る費用負担などの取 り扱いについて、さらに明確にされたい。

訪問看護指示書の交付に関 しては、日243月 30日 付 疑義解釈において、以下のとお り示されているところ、交付に係る費用負担や責任の所在については、
医療機関において認識 と対応が多様であり、ステーションにおいては疑義解釈資料について知 られていない実態もある (図表 1～ 3)。

(問 123)(答)訪間看護指示書は、医師の診察に基づき、医師の責任において交付ずるものであるためt医師の所属す石医療機関が率備:じ〔そ|の

交付についても医療機関の責任において行うものである。

図表 1医療機関から訪問看護ステーションヘの指示書の交付方法   図表 2
指示書の郵送にかかる費用負担先の認識    (n=1,023)

電子(ICT) その他 未回答 未回答

2%

【交付方法】 【費用負担先】

図表 3訪間看護ステーションの指示書の交付に関わる責任の所在に

ついての認識 未回答 (n=3,948)

医療機関における訪問看護指示書の継続交付に関するルール  (n=1,023)
または最 も多い方法 田主治医 (医療機関)が指示期間の管理をし、指示書を作成の

34%
上、訪間看護ステーションが郵送料を負担 し交付する

腰主治医 (医療機関)が指示期間の管理をし、指示書を作成の

上、医療機関が郵送料を負担 し交付する
に主治医 (医療機関)が指示期間の管理をし、指示書を作成の

上、保健医療福祉分野の公開鍵基盤を使用 し電子的に交付する

主治医 (医療機関)が指示期間の管理をし、指示書を作成の

上、指示書を直接手渡 し交付する
日訪間看護ステーションから作成依頼があり、指示書を作成 し、

訪間看護ステーションが郵送料を負担 し交付する

04%園 訪間看護ステーションから作成依頼があり、指示書を作成 し、

医療機関が郵送料を負担 し交付する
口訪間看護ステーションから作成依頼があり、指示書を作成 し、

保健医療福祉分野の公開全建基盤を使用 し電子的に交付ずる
口訪間看護ステーションから作成依頼があり、指示書を作成の

上、指示書を直接手渡 し交付する

・その他

03%_

《主治医が所属する医療機関との指示書に関わる連携で困つた経験》
第 1位 :「指示書の発行を依頼 しても期日までに届かないことや発行 してもらえないことがある」
(3,229の 訪間看護ステーションの回答のうち、765件 (237%)の 回答あり)

・ 訪間看護の依頼をケアマネや本人から受け、医師の承諾も得たが、大きい病院などは指示書を書い
ていただき手元に届 くまでに1か月以上かかることがあり、訪間開始出来ないことがある。

第フ位 :「本人・家族による受け取 りを求められる」

(3,229の 訪間看護ステーションの回答のうち、136件 (42%)の 回答あり)

。 家族が病院に出向き依頼をしてもらわないといけないと言われた。
・ 患者さんや家族が受け取らなければいけない病院で封筒にも入れず渡された。本人には秘密にして

その他

3200

Ｑ‥
書

医

こ

H24の疑義解釈資料 「

の準備や交付について

療機関の責任において

と」を知っていたか ?
イ子う

いる事項を本人が見てしまつた。
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出典 :去 益財団法メ 日本訪間看護財団実施  「令和 6年度 日本訪問看護財団調査 訪問看護指示書の交付に係る医療機関及び訪間看護ステーう′ョンの連携に関するWebァ ンケー ト調査」


